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JVC・ケンウッド・ホールディングス株式会社 10月 1日発足のお知らせ 
 
日本ビクター株式会社（以下「ビクター」）および株式会社ケンウッド（以下「ケンウッド」）は、平成

20 年 5 月 12 日に作成した「株式移転計画書」および同日に締結した「統合契約書」に基づき、平成 20 年

10 月 1日付で、株式移転の方法により共同持株会社「JVC・ケンウッド・ホールディングス株式会社」（以
下「JVC・ケンウッド・HD」）を設立（以下「本株式移転」）し、経営統合を実施する準備を進めてまいり
ました。 
このたび両社は、その準備を完了し、両社の取締役会決議を経て、予定どおり平成 20 年 10 月 1 日付で

本株式移転による経営統合を実施することとなりましたので、お知らせいたします。 
 

記 

１．JVC・ケンウッド・HDの概要 

JVC・ケンウッド・HDの概要は下記のとおりです。 
 

（１）商号 
ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社 
（英文名：JVC KENWOOD Holdings, Inc.） 

（２）事業内容 
カーエレクトロニクス事業、ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業、業務
用システム事業、エンタテインメント事業等を営む会社の株式又は持分を保
有することにより、当該会社の事業活動を支配・管理すること 

（３）設立年月日 平成 20年 10月 1日 
（４）本店所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目 12番地 

代表取締役会長 
兼 執行役員・最高経営責任者（CEO） 

河原 春郎 

代表取締役社長 
兼 執行役員・経営責任者 

佐藤 国彦 

取締役副社長 
兼 執行役員・最高財務責任者（CFO） 
兼 企業戦略部長 

尾高  宏 

取締役 
兼 執行役員・事業推進担当 
兼 事業戦略推進部長 

足立 元美 

取締役（社外取締役） 柏谷 光司 
取締役（社外取締役） 松尾  眞 
取締役（社外取締役） 岩﨑 二郎 
監査役 土谷 繁晴 
監査役 加藤 英明 
監査役（社外監査役） 庄山 範行（※） 
監査役（社外監査役） 鷲田 彰彦（※） 
監査役（社外監査役） 齋藤 憲道（※） 

（５）代表者および役員 

（※）会社法第 2条第 16号に定める「社外監査役」です。 

会 社 名 株式会社ケンウッド 
代表者名 代表取締役社長  塩畑 一男 
問合せ先 CR 統括部 広報・IR室長  能勢 雄章 
 （TEL．042-646-6724） 



 

（６）資本金 100 億円 
（７）純資産 未定 
（８）総資産 未定 
（９）発行株式総数 1,090,002千株（平成 20年 9月 30日付の自己株式消却後） 
（10）株式売買単位 100 株 
（11）決算期 3 月末日 
（12）ウェブサイト http://www.jk-holdings.com/（平成 20年 10月 1日公開） 
（13）大株主および持株

比率 
松下電器産業(株)  24.41％ 
エイチエスビーシー ファンド サービシィズ スパークス アセツト マネジ
メント コーポレイテッド  14.54％ 
(株)ケンウッド  11.28％ 

（注）大株主および持株比率は、平成 20 年 3 月末日現在のもので、その後に提出された大量保有報告書の
変更報告書などは反映されておりません。 

 

２．株式売買単位の変更について 

JVC・ケンウッド・HD 株式の売買取引単位は、投資家の利便性と株式の流動性を高めることをねらいと
した全国証券取引所の「売買単位の集約に向けた行動計画」に則り、100株となります。 
 

３．平成 21年 3月期の連結業績予想 

－JVC・ケンウッド・HDの業績は、当上半期までの両社単純合算と非連続－ 
 

JVC・ケンウッド・HDの平成 21年 3月期連結業績予想は、平成 20年 10月 1日に発表する予定ですが、
本株式移転は企業結合会計基準における「取得」に該当し、ケンウッドが会計上の取得企業となり、パー
チェス法が適用されます。そのため、JVC・ケンウッド・HD の平成 21 年 3 月期通期業績は、ケンウッド

の平成 21 年 3 月期通期業績をベースに、ビクターの経営統合日以降の業績、すなわち平成 21 年 3 月期第
3 四半期および第 4四半期の業績を連結したものとなります。 
これにより、JVC・ケンウッド・HD は、構造改革の影響などにより当期純損失を計上する予定のビク

ターの当第 2 四半期累計期間の業績を損益計算書に取り込むことなく、過去と決別し、構造改革の成果を

直ちに活かすことのできる健全な損益基盤で当第 3 四半期に新しいスタートを切ることができる予定です。 
 

以 上 
 

本件に関するお問い合わせは、下記へお願いいたします。 
JVC・ケンウッド・ホールディングス株式会社設立準備室 広報・IR担当 Tel．045-444-5232 

 


